
グラフ凡例
当該病院値（当該値）

類似病院平均値（平均値）

令和元年度全国平均

※　「類似病院平均値（平均値）」については、病院区分及び類似区分に基づき算出している。
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28,912,342 29,344,038 30,563,217 31,628,304 32,478,47160.1 当該値
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2. 老朽化の状況

全体総括

　地方独立行政法人として設立６年目となる令和
元年度は、医療機能のより一層の充実・強化や患
者サービスの向上、地域医療連携の推進、優秀な
人材の確保等を図り、経営基盤の強化に取り組ん
だ。
　引き続き、地方独立行政法人制度の特長である
自立性・機動性・透明性を発揮し、中期目標・中
期計画の達成に向け、取り組んでいく。

H27 H28 H29 H30 R01 H27

59.9 平均値 22.0 20.9 20.7 20.612,970 平均値 58.3 59.7 59.0 59.448,807 平均値平均値 45,085 44,825 45,494 47,924

44.2 48.4 44.3 52.812,047 11,592 11,152 11,435 11,535 当該値

11,881 12,023 12,309 12,502

当該値 40,556 42,556 42,814 45,338 47,891 当該値
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Ⅱ 分析欄

1. 経営の健全性・効率性について

　平成26年10月の地独化以降、経営基盤の安定化を図
るため、ベッドコントロール機能の強化や救急の受入
拡大等診療機能の向上に取り組んでいる。
　令和元年度は、大阪府指定がん診療拠点病院及び地
域医療支援病院の施設認定に向け、患者数や診療単価
の増加などに取り組んだ結果、経常収支比率、医業収
支比率ともに類似病院を上回った。しかし、結核医療
を提供していることに伴い、病床利用率、入院・外来
の患者１人１日当たり収益は類似病院を下回ってい
る。一方で人事給与制度の再構築や後発医薬品採用枠
の拡大の取り組みにより職員給与費及び材料費の対医
業収益比率は類似病院を下回っている。

2. 老朽化の状況について

H27 H28 H29 H30 R01 H27 H30 R01 平成26年10月の地方独立行政法人設立時に減価償
却累計額が0円からスタートしているため、類似
病院平均を下回っているが、償却対象資産の減価
償却が進んでいることから、有形固定資産及び機
械備品の減価償却率は年々増加している。
　１床当たり有形固定資産は類似病院を下回って
おり、引き続き、適切な時期に施設及び医療機器
等の更新を実施し、医療機能の維持・向上を図
る。

R01 H27 H28 H29

19.2 18.6 15.2 17.2 16.950.9 当該値

平均値 69.8 71.2 73.0 72.1 72.9平均値 81.6 84.7 86.8 90.8 81.9平均値 86.2 85.7 85.9 86.0 86.0平均値 96.6 96.2 97.2 97.5 96.9

当該値 77.2 75.6 77.1 76.6 72.8当該値 7.9 17.5 10.1 16.8 13.184.7 88.6 94.1 89.0当該値 100.9 95.3 109.7 99.0 102.5

Ⅰ 地域において担っている役割
・結核医療を含む呼吸器医療の提供
・地域の医療ニーズに応え、近隣の医療機関との
連携・機能分担を踏まえた急性期医療の提供（内
科救急、小児、周産期医療など）

H27 H28 H29 H30 R01 H27 H28 H29 R01 H27 H28 H29 H30 R01H30 R01 H27 H28 H29 H30

当該値 85.3

平成22 年度 平成26 年度 - 年度

224

※１　ド…人間ドック　透…人工透析　Ｉ…ＩＣＵ・ＣＣＵ 未…ＮＩＣＵ・未熟児室　訓…運動機能訓練室　ガ…ガン（放射線）診療

※２　救…救急告示病院　臨…臨床研修病院　が…がん診療連携拠点病院　感…感染症指定医療機関　ヘ…へき地医療拠点病院　災…災害拠点病院　地…地域医療支援病院  特…特定機能病院　輪…病院群輪番制病院
公立病院改革に係る主な取組（直近の実施時期）

1. 経営の健全性・効率性 再編・ネットワーク化 地方独立行政法人化 指定管理者制度導入

- 19,761 非該当 ７：１ 224 -

【】

人口（人） 建物面積（㎡） 不採算地区病院 看護配置 稼働病床（一般） 稼働病床（療養） 稼働病床（一般＋療養）

許可病床（合計） －

直営 18 対象 I 未 救 - - 263

- 39 ■

経営形態 診療科数 DPC対象病院 特殊診療機能　※１ 指定病院の状況　※２ 許可病床（精神） 許可病床（感染症）

地方独立行政法人 病院事業 一般病院 200床以上～300床未満 非設置 224

経営比較分析表（令和元年度決算）
大阪府地方独立行政法人大阪市民病院機構　十三市民病院

法適用区分 業種名・事業名 病院区分 類似区分 管理者の情報 許可病床（一般） 許可病床（療養） 許可病床（結核）
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③１床当たり有形固定資産(円)
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⑥外来患者１人１日当たり収益(円)
【15,586】

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

⑤入院患者１人１日当たり収益(円)
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